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A.研究目的 

過去 10 年間に日本の小児医療を取り巻く環

境は大きく変化した。2005-2014 年の 10 年間

で日本の小児人口は 8.0%減少した。さらに

2015 年から 2025 年までに 14.8%、2035 年まで

に 25.7%減少すると推測されている（国立社会

保障・人口問題研究所）。小児人口の減少は小

児医療、特に病院小児科の病床数、小児科医の

定員、勤務体制、採算性に大きな影響を及ぼす

と考えられる。 

研究要旨 

 過去 10 年間に日本の小児医療を取り巻く環境は大きく変化した。2005-2014 年の 10 年間に

日本の小児人口は 8.0%減少した。一方で小児科学会から病院小児科の機能分担や集約化をキ

ーワードにした新しい小児医療提供体制についての提言があり 1)2)、ヒブワクチンや肺炎球菌

ワクチンの定期接種化が小児の感染症を軽症化させたとの指摘もある。 

過去 10 年間の病院小児科の診療業務の変化を明らかにするために、小児科学会の小児医療

提供体制委員会に登録された中核病院、地域小児科センター、地域振興小児科 A/B （661 施

設）、上記以外の小児入院医療管理料(1-5)算定施設 (263 施設)の合計 924 施設を対象に、郵

送によるアンケート調査を行った。調査期間は 2005 年から 20014 年までの 10 年間とし、調

査項目は年度ごとの外来患者数、入院患者数とした。 

全医療機関を対象とした解析では過去 10 年間で外来患者数が 23.6%減少し、入院患者も

15.9%減少していた。いずれも患者数の減少が小児人口の減少を上回っており、患者数の減少

は小児疾患の構造変化によるものと考えられた。入院患者の減少幅が外来患者の減少ほど大

きくなかったのは、入院医療を担う地域の医療機関が減少し、一部の医療機関に患者が集中

する傾向があったためと推測された。 

 大学病院と小児病院を主体とする中核病院では外来患者が 3.7%増加し、入院患者も 19.7%

増加していた。 

 地域小児科センターの外来患者数は 21.7%の減少、入院患者数は 9.4%の減少であった。 

地域振興小児科 Aでは外来患者が 41.8%の減少、入院患者が 52.1%の減少であった。地域振

興小児科 Bでは外来患者が 18.1%の減少、入院患者が 34.5%の減少であった。これらの施設で

は診療体制の維持が著しく困難になっており、早急な対策が必要と考えられた。 

 沖縄県では外来患者が 24.8%減少し、入院患者が 4.0%増加していた。沖縄県は合計特殊出

生率が全国で一番高く（1.86、2014 年）、出生数は 10 年間で 4.0%増加していた。一方、東

京都の外来患者数は 6.8%減少していたが、入院患者は 11.3%増加していた。東京都の合計特

殊出生率は全国で一番低いが（1.15、2014 年）、出産年齢の女性人口が多いため、出生数は

12.5%増加していた。沖縄県や東京都のデータ分析から、出生患者数の増減と入院患者数の増

減には強い相関があることが示唆された。 



 

一方で小児救急医療の維持や小児科医師の

負担軽減を目的として、小児科学会から病院小

児科の機能分担や集約化をキーワードにした

新しい小児医療提供体制についての提言があ

った 1)2)。またヒブワクチンや肺炎球菌ワクチ

ンの定期接種化が小児の感染症を軽症化させ

たとの指摘もある。 

本研究の目的は過去 10 年間の小児人口の減

少と病院小児科の機能分担や集約化、さらに小

児の疾病構造の変化が第一線の小児医療機関

に及ぼした影響について基本的なデータを収

集、分析することであり、全国の病院小児科を

対象に 2005 年から 2014 年まで 10 年間の外来

患者数、入院患者数のアンケート調査を行った。 

 

B.研究方法 

小児科学会の小児医療提供体制委員会に登

録された中核病院、 地域小児科センター、地

域振興小児科 A/B （661 施設）、上記以外の小

児入院医療管理料(1-5)算定施設 (263 施設)

の合計 924 施設を対象に、郵送によるアンケー

ト調査を行った。質問項目は過去 10 年間

(2005-2014 年)の年度別小児科外来患者数、 

入院患者数とした。外来患者数は実数、入院患

者数は延べ数を原則とした。外科系診療科の患

者、新生児集中治療室に入室した患者は集計か

ら除外した。調査期間の中間にあたる 2009 年

の患者数を基準にした各年度の患者数の百分

率を求め、都道府県別、施設属性別にその平均

値を求めた。出生人口、および患者数の推移は

回帰分析(エクセル、マイクロソフト社)を用い

て評価した。 

 

C.研究結果 

対象施設数と解析施設数、および解析結果

を表１に示す。アンケートの回答数は 692 施

設で回答率は 74.9％であった。解析を行った

のは 658 施設で、患者数変化の分析に必要な 5

年分以上のデータが得られなかった施設、お

よび調査期間内に 2009 年比で 3倍以上の年間

患者数の記載があった施設は統計学的な例外

施設として扱い、解析からは除外した。 

 
表１ 過去 10 年間(2005-2014)における小児人口と小児科患者数の推移 

 

 全施設 中核病院 
地域小児科

センタ－ 

地域振興

小児科 A 

地域振興

小児科 B 
その他 

県庁所在

地 

県庁所在

地以外 

解析施設 658/924※ 78/106 298/398 63/80 49/77 170/263 221/321 433/903 

外来患者 -23.6% +3.7% -21.7% -41.8% -18.1% -35.0% -16.8% -27.0% 

入院患者 -15.9% +19.7% -9.4% -52.1% -34.5% -28.1% -9.7% -19.1% 

小児人口    -8.0%     

                                ※ 解析数/対象施設数 

 

D.考察 

１．全医療機関の外来患者数と入院患者数の推

移 

過去 10 年間(2005-2014 年)にわが国の 0−14

歳人口は 8.0%減少していた。全医療機関を対

象とした解析では過去 10 年間に外来患者数が

23.6%減少していた。属性別の検討では中核病

院以外のすべての施設で小児人口減を上回る

患者減少がみられた。喘息治療の進歩やヒブワ

クチン、肺炎球菌ワクチン導入による感染症の

減少など、小児の疾病構造の変化を反映してい

るものと思われた。同様に入院患者を対象とし

た集計では過去 10 年間に患者数が 15.9%減少

していた。属性別の検討では中核病院以外のす

べての施設で小児人口減を上回る患者減少が

みられたが、入院患者の減少幅が外来患者の減

少幅ほど大きくなかったのは、地域における医

療機関の再編・集約化が進み特定の医療機関に

患者が集中する傾向があるためではないかと

推測された。 

２．中核病院の外来患者数と入院患者数 

大学病院と小児病院を主体とする中核病院

では外来患者が 3.7%、入院患者も 19.7%増加し

ていた。今回の解析では入院患者の実数を解析



 

しており、平均在院日数の検討は行っていない

が、もともと長期入院患者の多い中核病院では

医療の進歩に伴って重症患者の入院期間が短

縮され、より多くの患者を受け入れている可能

性がある。また中核病院が障害児の入院を積極

的に受け入れている可能性もある。 

３．地域小児科センターの外来患者数と入院患

者数 

地域小児科センターの外来患者数は 21.7%

の減少、入院患者数は 9.4%の減少であった。 

４．地域振興小児科の外来患者数と入院患者数 

地域振興小児科Aでは外来患者が41.8%の減

少、入院患者が 52.1%の減少であった。地域振

興小児科 Bでは外来患者が 18.1%の減少、入院

患者が 34.5%の減少であった。これらの施設で

は診療体制の維持が著しく困難になっており、

早急な対策が必要と考えられた。 

５．その他の医療機関の外来患者数と入院患者

数 

小児科学会の小児医療提供体制構想に含ま

れていない医療機関では外来患者は 35.0%の

減少、入院患者は 28.1%の減少であった。これ

らの医療機関では今後の診療継続が困難とな

る可能性が高い。 

６．県庁所在地にある医療機関の外来患者数と

入院患者数 

県庁所在地の医療機関では外来患者が

16.8%減少、入院患者が 9.7%減少していたのに

対し、県庁所在地以外の医療機関では外来患者

が 27.0%減少、入院患者が 19.1%減少しており、

後者の減少率は前者のおよそ 2倍であった。地

方では県庁所在地に人口が集中する傾向があ

り、両者の医療環境の差が拡大することが懸念

された。 

７．出生数と小児科入院患者数 

沖縄県では外来患者が 24.8%減少し、入院患

者が 4.0%増加していた。沖縄県は合計特殊出

生率が全国で一番高く（1.86、2014 年）、出

生数は 10 年間で 4.0%増加していた。一方、東

京都の外来患者数は 6.8%減少していたが、入

院患者が 11.3%増加していた。東京都の合計特

殊出生率は全国で一番低いが（1.15、2014 年）、

出産年齢の女性人口が多いため、出生数は

12.5%増加していた。沖縄県や東京都のデータ

分析から、出生数の増減と小児科入院患者数の

増減には強い相関があることが示唆された。 

 

E.結論 

一般に、患者数=人口 X有病率と考えられる

が、近年の少子化と疾病構造の変化により、小

児科外来患者数と入院患者数は減少傾向にあ

る。今後、わが国において質が高く効率的な小

児医療体制を維持していくためには様々な工

夫が必要であり、次年度、本研究班では地域ご

とに「小児医療の需要と供給」についての解析

を進めていく予定である。 
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